
次期中国ブロックにおける社会資本重点計画の重点目標について

１ 気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化
・平成30年7月豪雨等による被災を踏まえたハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進
・誘導・規制等を総動員し、災害が起きてからではなく、起きる前の「事前防災」のまちづくりを推進

２ 大規模地震の発生に備えた津波・高潮対策や耐震化の推進、災害に強い交通ネットワークの構築
・港湾施設や海岸保全施設等における津波・高潮対策、公共土木施設の耐震化や交通ネットワークの強靭
化、防災拠点整備の推進

３ ブロック内外における災害発生時のリスクの低減のための危機管理対策・体制の強化
・広域災害が発生した場合に、他ブロックとも連携した応援・救援体制の強化

・気象予測及び災害時の的確な情報伝達や避難が的確に行えるための支援や自助・共助による活動による
地域防災力の向上

１ 予防保全による老朽化対策への転換と老朽化構造物の集約化等によるトータルコストの縮減
・予防保全を基軸とするメンテナンスサイクルを構築し、社会資本の戦略的な維持管理を実施
・社会情勢や地域構造の変化に応じ、必要のなくなったインフラの集約化・機能縮小・統廃合

２ 省人化・遠隔操作化、点検手法の効率化等の新技術の開発・導入により、インフラメンテナンス
の生産性向上

・施工や維持管理・更新の自動化・省力化の推進による現場の生産性向上

３ 社会資本ストックの維持管理の担い手の確保・育成、地方自治体への技術的・財政的支援
・社会資本の維持・管理の担い手の育成・確保

１ 中国ブロックの持続的な発展を支えるコンパクト＋ネットワーク化による都市機能の充実・強化
・コンパクトシティの形成及び連携中枢都市圏の形成を支える道路・交通ネットワーク整備や公共交通機能の
強化

・「小さな拠点」の形成等による、生活サービス機能の集約化及び地域の実情に応じた公共交通のネットワー
クの再構築

２ 交差点改良や通過交通の進入抑制等の交通安全対策を実施し、生活道路における歩行者・自転車
中心の空間づくりを推進

・ビッグデータの活用や幹線道路等における事故抑止対策等による安全な通行空間の確保

３ 都市内公共交通施設と交通結節点整備により、シームレスな移動と住民の憩い・集い・語らいの
場として交流を生み出す

・交流・観光拠点としての機能を強化する公共交通施設やバスタプロジェクトを推進
・公共交通を補完する交通として自転車や小型モビリティ等のシェアの活用を促進

４ 主要な鉄道駅等のユニバーサルデザイン化、高速道路のサービスエリアや道の駅における施設等の充実
・交通結節点等のバリアフリー化、道の駅等における子育て支援施設の整備等よるユニバーサル社会の実
現、ライフスタイルの多様化への対応

１ i-Construction推進計画に基づき、ICT活用工事の拡大やBIM/CIMの導入拡大、工事・業務の平
準化や週休２日の普及を図り、魅力ある建設現場を構築

・「国土交通データプラットフォーム」の構築・利活用
・ｉ-Construction 推進計画に基づき、建設現場における働き方改革の推進や生産性を向上

２ 情報技術や次世代モビリティ等を活用したスマートシティの実現や防災・減災Society5.0の実
現、総合交通拠点を形成

・｢スマートシティ｣の実現に向けて取組の加速化・高度化
・自動運転や次世代モビリティ、MaaSなどの先端技術の実装やオープンデータ化の推進

３ ICTやAI等を活用したエリア渋滞対策や交通量観測等の交通マネジメント強化
・AIによる需要予測等を活用し、交通容量拡大策や交通需要マネジメント等を総合的に実施

１ 中国山地や瀬戸内海をはじめとした豊かな自然環境の保全
・瀬戸内海や日本海、中国山地等の豊かな自然環境の保全・再生、中国ブロックの特色ある優れた景観の
保全
・低炭素社会・循環型社会の形成

２ インフラ空間再編等により、歩行者の利便増進を図る空間整備や安全快適な自転車利用環境を創出
・道路空間再編や、沿道の地域活動と併せた道路空間の利活用などにより、道路を人中心の快適な都市
空間として創出

・インフラツーリズムの実施など、インフラ空間等を観光資源として活用

＜重点目標１＞
防災・減災が主流となる社会の実現

＜重点目標２＞
持続可能なインフラメンテナンス

＜重点目標３＞
持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

＜重点目標４＞
経済の好循環を支える基盤整備

＜重点目標５＞
インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

＜重点目標６＞
インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生

活の質の向上

１ ものづくり産業の集積や地理的な優位性を活かした競争力強化のための物流・人流ネットワー
ク基盤整備

・高規格道路の整備や国際・国内物流ターミナル等の物流・人流ネットワーク基盤整備

２ 中国ブロック固有の地域資源を活かした観光振興と地域資源を結ぶネットワークや連携の仕組
み作り

・資源を活かした観光まちづくりと広域観光を支える交通ネットワークの活用・強化
・訪日外国人旅行客の増加に向けた受入環境の強化、サイクルツーリズムの推進

３ 官民連携による都市の競争力強化等を推進し地域の経済成長を実現
・官民連携により社会資本整備や整備以後のマネジメントまで含めた包括的な体制構築
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重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現

＜目標達成により目指すべき姿＞激甚化・頻発化する、または切迫する水害・土砂災害・地震・津波・噴火等の自然災害に対し、強靱
かつしなやかな対策がなされ、住民が安心して生活を送ることができる社会をつくる

１－１ 気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化
・平成30年7月豪雨等による被災を踏まえたハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の推進

砂防関係施設の整備

防災学習治水ダムの建設・再生、利水ダムの活用

堤防整備・強化、河道掘削

森林整備（水源涵養機能の強化 等）

■流域治水の推進

治山対策（危険木除去 等）

雨水貯留・排水施設の整備

地区防災計画策定に向けた検討会、ワークショップ

ソフト施策の事例（真備緊急治水対策プロジェクト）
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重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現
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■「防災指針」を軸とした事前防災対策の推進

１－１ 気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化
・誘導・規制等を総動員し、災害が起きてからではなく、起きる前の「事前防災」のまちづくりを推進

防災集団移転のイメージ

防災公園整備のイメージ

居住エリア安全性強化のイメージ

避難場所へ向かう避難路整備



重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現
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■想定されるＫＰＩ指標（１／２）

１－１ 気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化

重点施策（案） KPI指標（案）

（水害対策）
・あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進 ・流域治水として流域対策に取り組む市町村数

・１級水系及び２級水系において、流域治水プロジェクトを策定している水系数

・事前防災等による水害発生の防止 ・1級、2級河川における戦後最大洪水等に対応した河川の整備率
・利水ダムを含む既存ダムの洪水調節機能の強化 ・事前放流の実施体制が整った水系の割合

・洪水調整容量内の堆砂の解消率（国、水資源機構管理ダム）
・恒久的堆砂対策が必要なダムの解消率（県管理ダム）

・コンパクトなまちづくりと合わせて、防災・減災対策を推進し、居住を誘
導する地域の安全確保を図る

・防災指針を作成する市町村数

・気候変動の影響を考慮した治水計画策定の推進 ・気候変動の影響を考慮した河川整備計画の策定数

・人口・資産が集中する地域や近年甚大な被害が発生した地域等にお
ける水害対策の推進（下水道整備等）

・浸水実績地区等における下水道による浸水対策達成率
・ハード・ソフトを組み合わせた下水道浸水対策計画策定数

・水害時における下水処理場等の機能確保率
・地下空間の避難確保・浸水防止対策の推進 ・最大クラスの洪水等に対応した避難確保・浸水防止措置を講じた地下街等の数
・災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、渡河部の橋
梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策を推進

・緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗堀・流失の対策必要箇所
の整備率

・激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアに
おける自己業務用施設の開発を原則禁止の対象に追加することで、災
害ハザードエリアにおける開発抑制を推進

・災害レッドゾーンにおける危険な自己業務用施設に係る開発許可件数

・都市機能移転や防災機能強化等による災害に強い市街地の形成 ・面的な市街地整備等の実施地区における都市機能の移転や防災機能強化等に取組む対策
実施率

・鉄道施設の豪雨対策、浸水対策を重点的に推進 ・既往最大規模の降雨により流失・傾斜の恐れがある鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策の完了率

・既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気設備等の浸水防止対策の完了率

・水害リスク空白域の解消の推進 ・水防法に基づき、最大クラスの洪水が発生した場合に浸水が想定される範囲等の情報を把握
し周知している、一級河川・二級河川数

・最大クラスの洪水に対応した洪水浸水想定の指定、ハザードマップの
作成、訓練実施の推進

・最大クラスの洪水に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上につながる
訓練（机上訓練、情報伝達訓練、マイ・タイムライン作成講習会等）を実施した市区町村数

・最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図の作成及びハザード
マップの作成の推進

・最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図を作成した団体数
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■想定されるＫＰＩ指標（２／２）
１－１ 気候変動による災害等の頻発・激甚化に対応する命を守るための事前防災の加速化・深化

重点施策（案） KPI指標（案）

（高潮対策）
・海面上昇等の気候変動影響に適応した海岸保全の推進 ・気候変動影響を防護目標に取り込んだ海岸の数
・ゼロメートル地帯等における海岸堤防等の津波・高潮対策 ・海岸堤防等の整備率
・海岸侵食の防止・砂浜の保全 ・海面上昇等の影響にも適応可能となる順応的な砂浜の管理が実施されている海岸の数
・最大クラスの高潮に対応した浸水想定区域図の作成及びハザードマップの
作成の推進

・高潮浸水想定区域を指定している県数
・最大クラスの高潮に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上につ

ながる訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市区町村数

（土砂災害対策）
・地域のくらしに不可欠なライフラインを保全する土砂災害対策の推進 ・重要なライフライン施設が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施率
・地域の中心集落等を結ぶ重要交通網を保全する土砂災害対策の推進 ・重要交通網が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施率
・地域の中心集落における市町村役場等を保全する土砂災害対策の推進 ・市役所、町役場および支所が保全対象に含まれている要対策箇所における対策実施率
・土砂災害を対象としたハード・ソフトの施策を組み合わせ土砂災害に強い地
域作りを推進

・土砂災害ハザードマップにおける土砂災害警戒区域の新規公表数

・災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、道路法面や盛土の
土砂災害防止対策を推進

・緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所の整備率

・鉄道施設の豪雨対策を重点的に推進 ・既往最大規模の降雨により崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面の崩壊防止対策の完了率
（交通・物流の機能確保のための事前対策の推進）

・船舶の避泊水域の確保のための防波堤等の整備 ・船舶の避泊水域を確保する必要がある港湾のうち、暴風時の安全な避難泊地の確保を
実現した割合

・豪雨による大規模出水時等に航行の安全性を確保するための航路の埋塞
対策

・埋塞対策等を行う必要がある港湾及び開発保全航路のうち豪雨等による大規模出水に
備えた対策を講じ、航行の安全性を確保した割合

・豪雨災害等による海域における流木等漂流物への対応 ・漂流物回収に係る海洋環境整備船等の出動可能率
・空港における護岸嵩上げ・排水機能強化による浸水対策 ・護岸の嵩上げや排水機能の強化等の浸水対策により、高潮・高波・豪雨等による空港施

設への浸水の防止が可能となる空港の割合
・空港無線施設等の電源設備等の浸水対策 ・電源設備への止水扉設置等の浸水対策により、高潮・高波・豪雨等による電源設備への

浸水の防止が可能となる空港の割合
・空港ターミナルビルの電源設備等の止水対策の推進 ・電源設備への止水扉設置等の浸水対策により、高潮・高波・豪雨等による電源設備への

浸水の防止が可能となる空港の割合【再掲】
・空港ターミナルビルの吊り天井の安全対策の推進 ・ターミナルビル吊り天井の安全対策により、地震による吊り天井の落下事故の防止が可

能となる空港の割合
（危機管理体制の確保）

・道路の高架区間等を津波や洪水時の緊急避難場所として活用する取組を
推進

・緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所の避難施設の
整備率

・避難地・防災拠点となる都市公園等の整備 ・一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上確保された都市の割合
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１－２ 大規模地震の発生に備えた津波・高潮対策や耐震化の推進、災害に強い交通ネットワークの構築
・港湾施設や海岸保全施設等における津波・高潮対策、公共土木施設の耐震化や交通ネットワークの強靭化、防災拠点整備の推進

■津波・高潮対策

■公共土木施設の耐震化

高潮堤防整備

港湾におけるネットワークを意識した耐震化

漁港の強靭化
（防波堤嵩上げによる越波防止）

航路標識耐震化

津波対策緊急事業のイメージ

離岸堤整備

灯塔の耐震補強

■交通ネットワークの強靭化、防災拠点の整備

道路交通ネットワークの強靭化

電柱倒壊等による道路閉塞防止のための無電柱化

岸壁等耐震化

駅の耐震化 地下街耐震化 下水道施設の耐震化

防災「道の駅」のイメージ
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１－２ 大規模地震の発生に備えた津波・高潮対策や耐震化の推進、災害に強い交通ネットワークの構築

■想定されるＫＰＩ指標（１／２）
重点施策（案） KPI指標（案）

（耐震化等の地震対策）
・災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、緊急輸送道路の橋梁の
耐震性能向上を推進

・緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率

・鉄道施設の耐震対策を重点的に推進 ・南海トラフ地震で震度6強以上が想定される地域等に存在する主要鉄道路線の耐

震化率
・滑走路等の耐震対策 ・滑走路等の耐震対策により、地震発生後における救急･救命活動等の拠点機能の

確保や航空ネットワークの維持が可能となる空港の割合
・大規模地震発生時の海上交通ネットワークの確保のための港湾施設の耐震化等
の推進

・大規模地震時に確保すべき海上交通ネットワークのうち、発災時に使用可能なもの
の割合

・大規模地震に備えた河川管理施設の地震・津波対策 ・南海トラフ地震等の大規模地震が想定されている地域等において対策が必要な①
河川堤防等の整備率（計画高までの整備と耐震化）及び②水門・樋門等の耐震化率

・大規模地震が想定される地域等における海岸堤防等の耐震対策 ・南海トラフ地震等の大規模地震が想定されている地域等における海岸堤防等の耐
震化率

・南海トラフ地震等の大規模地震が想定されている地域等における水門・陸閘等の
安全な閉鎖体制の確保率

・下水道施設の耐震化を推進 ・重要施設に係る下水道施設の耐震化率
（下水道管路）（下水処理場等の排水施設）

・地域の防災拠点となる施設等の耐震化 ・官庁施設の耐震基準を満足する割合
・地震時等に著しく危険な密集市街地の解消とそれにあわせた地域防災力の向上
に資するソフト対策の強化

・危険密集市街地の面積及び地域防災力の向上に資するソフト対策の実施率

・耐震改修・建替え等による住宅・建築物の耐震性の向上 ・住宅・耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率
（住宅）（耐震診断義務付け対象建築物）

・地下街の防災対策の推進 ・地下街防災推進計画等に基づく耐震対策が完了した地下街の割合
・切迫する大地震に備え、大規模盛土造成地の滑動崩落の危険性を把握する取
組を推進

・大規模盛土造成地の安全性を把握する調査に着手した実施率

・液状化ハザードマップを活用した宅地の液状化対策に関する取組を推進 ・液状化ハザードマップ高度化の実施市区町村数
・都市機能移転や防災機能強化等による災害に強い市街地の形成 ・面的な市街地整備等の実施地区における都市機能の移転や防災機能強化等に取

組む対策実施率【再掲】
・災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等対策 ・災害応急対策の活動拠点となる官庁施設における電力の確保等のための対策の

実施率
・地域の防災拠点となる施設等の天井耐震対策 ・大規模空間を有する官庁施設の天井耐震対策の実施率



重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現
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１－２ 大規模地震の発生に備えた津波・高潮対策や耐震化の推進、災害に強い交通ネットワークの構築

■想定されるＫＰＩ指標（２／２）

重点施策（案） KPI指標（案）

（津波対策）
・直下型地震への備えとして有効な防災地理情報（活断層図）の整備 ・直下型地震への備えとして有効な防災地理情報（活断層図）の整備率
・港湾における切迫する大規模津波からの人命・財産の被害の防止・最小化 ・津波対策を緊急的に行う必要のある港湾において、ハード・ソフトを組み合わせた津

波対策を講じて、被害の抑制や港湾機能の維持、港湾労働者等の安全性が確保され
た割合

・プレジャーボートの適正管理及び利用環境の改善 ・放置艇率
・津波災害警戒区域の指定、ハザードマップの作成、訓練実施の推進 ・最大クラスの津波に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上に

つながる訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市区町村数

・津波災害警戒区域を指定している県数
・津波による船舶事故軽減に資する港湾強靱化の推進 ・災害時の対応や訓練結果等を踏まえ、港湾の事業継続計画（港湾BCP）を改訂した

港湾（重要港湾以上）の割合
（交通・物流の機能確保のための事前対策の推進）

・災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確保するため、高規格道路のミッシン
グリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、高規格道路と代替機能を発揮する直
轄国道とのダブルネットワークの強化等を推進

・高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間の事業着手率
・高規格道路のミッシングリンク改善率

・海上交通ネットワークを維持するための港湾における高潮・高波対策 ・高潮・高波対策を実施する必要がある港湾において、港湾機能維持・早期再開が可
能となる割合

・鉄道施設の浸水対策を重点的に推進 ・既往最大規模の降雨により浸水の恐れがある地下駅や電気設備等の浸水防止対策
の完了率【再掲】

・大規模災害発生後の港湾における災害対応力の強化 ・直近３年間に港湾の事業継続計画（港湾BCP）に基づく防災訓練の実施された港湾

（重要港湾以上）の割合
・港湾における切迫する大規模津波からの人命・財産の被害の防止・最小化 ・津波対策を緊急的に行う必要のある港湾において、ハード・ソフトを組み合わせた津

波対策を講じて、被害の抑制や港湾機能の維持、港湾労働者等の安全性が確保され
た割合【再掲】

・｢A2-BCP｣（空港業務継続計画）の実効性強化対策
・空港におけるイレギュラー時の適切な対応および体制の確保

・「A2-BCP」（空港業務継続計画）に基づく訓練等の毎年度８月までの実施率

・防災性の向上、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成の観点からの無電
柱化の推進

・電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路における無電柱化着手率

・災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、道路法面や盛土の土砂災害
防止対策を推進

・緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所の整備率【再掲】



重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現
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１－３ ブロック内外における災害発生時のリスクの低減のための危機管理対策・体制の強化
・広域災害が発生した場合に、他ブロックとも連携した応援・救援体制の強化
・気象予測及び災害時の的確な情報伝達、避難が的確に行えるための支援や自助・共助による活動による地域防災力の向上

■応援・救援体制の強化

TEC-FORCE派遣による被災状況調査

■的確な情報伝達

：被災地

みなとオアシス防災ネットワークの構築排水ポンプ車派遣による緊急排水支援 災害時臨時バス等の運行

線状降水帯発生の可能性等に関する情報提供
簡易型河川監視カメラによる

情報提供

災害時の公共交通臨時便に対応した情報提供ポータルサイト

災害時の「通れるマップ」の即時提供



重点目標１ 防災・減災が主流となる社会の実現
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１－３ ブロック内外における災害発生時のリスクの低減のための危機管理対策・体制の強化

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（危機管理体制の確保）
・TEC-FORCE隊員の対応能力向上と資機材のＩＣＴ化・高度化 ・公共土木施設の被災状況調査を行うTEC-FORCE隊員のＩＣＴ機器等を活用するた

めの訓練・研修・講習等への参加率

・洪水、内水、高潮、津波等に対応したハザードマップ作成、訓練実施等の推進 ・最大クラスの洪水に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上
につながる訓練（机上訓練、情報伝達訓練、マイ・タイムライン作成講習会等）を実施
した市区町村数【再掲】
・最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図を作成した団体数【再掲】

・最大クラスの高潮に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上
につながる訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市区町村数【再掲】

・最大クラスの津波に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上
につながる訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市区町村数【再掲】
・高潮浸水想定区域を指定している県数【再掲】

・津波災害警戒区域を指定している県数【再掲】

・港湾における災害関連情報の収集・集積の高度化 ・災害監視システムを緊急的に導入すべき港湾等において、遠隔かつ早期に現場監
視体制を構築することにより、迅速な復旧等が可能となった割合

・主要駅周辺等における帰宅困難者対策の推進 ・都市再生安全確保計画の策定数とPDCAサイクルの実施数

・広域的な復旧・復興活動拠点となる「道の駅」の防災機能強化 ・地域防災計画に位置付けられた「道の駅」におけるBCP策定率

（情報基盤の整備と活用）
・気象予報の予測精度向上等に向けた技術・観測予測システム開発 ・台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）

・災害の全体像把握に資する、電子基準点及び先進レーダ衛星等を使用した
世界最高水準の地殻変動等の監視

・電子基準点の観測データの取得率
・先進レーダ衛星等データの解析能力強化による地殻変動監視能力の向上

・電子基準点網の耐災害性強化の実施箇所数
・避難計画の高度化や人命救助、被災状況把握、罹災証明手続き等、事前防
災・発災後対応に資する地図情報等の整備更新及び空中写真撮影の実施

・南海トラフ地震による津波の被害が想定される地域での詳細な地図情報の整備率

・地形分類情報の整備
・新技術を活用した河川管理の高度化による防災・減災の取組を推進 ・基準水位・流量観測所における自動流量観測導入率

・水害リスク情報の公開推進 ・国が運用するシステムにより、最大クラスの洪水が発生した場合に浸水が想定され
る範囲等の情報を公開している河川数
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２－１ 予防保全による老朽化対策への転換と老朽化構造物の集約化等によるトータルコストの縮減
・予防保全を基軸とするメンテナンスサイクルを構築し、社会資本の戦略的な維持管理を実施
・社会情勢や地域構造の変化に応じ、必要のなくなったインフラの集約化・機能縮小・統廃合

重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■予防保全型維持管理によるトータルコストの縮減

■道路施設の集約化・機能縮小

■港湾施設の統廃合・集約化（愛知県三河港）

＜目標達成により目指すべき姿＞予防保全に基づくインフラメンテナンスへの本格転換による維持管理・更新に係るトータルコストの
縮減や、新技術等の導入促進によるインフラメンテナンスの高度化・効率化等を進め、インフラが持つ機能が将来にわたって適切に
発揮できる、持続可能なインフラメンテナンスを実現する

■河川施設の統廃合・廃止
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２－１ 予防保全による老朽化対策への転換と老朽化構造物の集約化等によるトータルコストの縮減

重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（予防保全の考え方に基づくインフラメンテナンスへの転換）
・予防保全の管理水準を下回る状態のインフラに対して、計画的・集中的な
修繕等を実施する。

・インフラの機能を回復させ、「事後保全」から「予防保全」の考え方に基づく
インフラメンテナンスへ転換し、中長期的な維持管理・更新等にかかるトー
タルコストの縮減を図る。

・予防保全型インフラメンテナンスの転換に向けた施設の修繕率

・道路（橋梁）：地方管理道路における緊急又は早期に対策を講ずべき施設の修繕
措置率

・道路（橋梁・舗装）：地方公共団体が管理する道路の緊急又は早期に対策を講ず
べき施設の修繕措置率及び防災上重要な道路における舗装の修繕措置率

・河川：予防保全の考え方に基づく内水排除施設等の長寿命化対策実施率
・ダム：健全度評価において速やかに措置と判定されたダム関係施設の解消率
・砂防：健全度評価において要対策と判定された砂防関係施設の解消率
・海岸：予防保全に向けた海岸堤防等の対策実施率
・下水道：計画的な点検調査に基づく下水道管路の老朽化対策達成率

・港湾：老朽化した港湾施設のうち、予防保全型の対策を導入し、機能の保全及び
安全な利用等が可能となった割合

・空港：予防保全を適切に実施した割合

・鉄道：令和元年度までの施設検査の結果、耐用年数を超えて使用している又は老
朽化が認められるような、予防保全が必要な鉄道施設の老朽化対策の完了率

・自動車道：措置が必要な施設の修繕率
・公園：予防保全の考え方に基づく都市公園長寿命化対策実施率

・官庁施設：R2年度時点で措置が必要な官庁施設の長寿命化対策実施率
・公営住宅： 特に老朽化した高経年の公営住宅の更新の進捗率

・定期的な現地調査や観測機器の監視業務を通じて、損傷が軽微な段階で
修繕を実施する予防保全型維持管理を実施する。

・観測施設（測量標）：年次計画に基づく観測施設（測量標）修繕の実施率

（集約・再編等の取組推進）
・社会情勢や地域構造の変化や将来のまちづくり計画を踏まえ、既存インフ
ラの廃止・除却・集約化や、利用者ニーズに沿ったインフラ再編等の取組の
推進により、持続可能な都市・地域の形成、ストック効果の更なる向上を図
る。

・施設の集約・再編等に向けた取組数
・道路：施設の集約・撤去、機能縮小の検討自治体の割合
・河川：老朽化した小規模な樋門等の無動力化実施率

・海岸：南海トラフ地震等の大規模地震が想定されている地域等における水門・陸閘
等の安全な閉鎖体制の確保率
・下水道：汚水処理施設の集約により広域化に取り組んだ地区数
・港湾：既存施設の統廃合、機能の集約化及び転換を検討した港湾の割合
・公園：ストックの機能向上を目的に都市公園の集約・再編を実施した公園管理者数

・官庁施設：新たな合同庁舎の整備により集約された官庁施設数（累計）



２－２ 省人化・遠隔操作化、点検手法の効率化等の新技術の開発・導入により、インフラメンテナンスの生産性向上
・施工や維持管理・更新の自動化・省力化の推進による現場の生産性向上

13

重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■ＩＣＴ・ＡＩ技術や新技術を活用した点検・維持管理等の高度化・効率化



２－２ 省人化・遠隔操作化、点検手法の効率化等の新技術の開発・導入により、インフラメンテナンスの生産性向上
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重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■想定されるＫＰＩ指標

重点施策（案） KPI指標（案）

（新技術の導入・普及の促進）

・多くのインフラを管理する地方公共団体等が、効率的なインフラメンテナンス

を実施していくため、メンテナンスに係る新技術の導入・普及を促進する環境

を整備する。

・インフラメンテナンス国民会議を通じた新技術のシーズとニーズのマッチング数

・インフラメンテナンス国民会議の参加者数

・橋梁点検・トンネル点検における新技術を活用した自治体の割合

（維持管理に係るデータ利活用の促進）

・データ利活用によるインフラメンテナンスの高度化・効率化を図るため、点検

結果などのインフラに関する情報の蓄積、データベース化などの環境整備を

促進する。

・道路：所管するインフラの台帳及び維持管理情報のデータベース導入率

・下水道：管路施設のマネジメントに向けた基本情報等の電子化の割合

・港湾：維持管理にかかる情報のデータベースを導入した港湾管理者の割合

・空港：維持管理にかかる情報のデータベースへ登録した施設管理者の割合

・公園：維持管理にかかる情報のデータベースを構築、導入した公園管理者の割合

・官庁施設：基本情報、健全性等の情報の集約化・電子化の割合

・測量標：基本情報、健全性等の情報の集約化・電子化の割合

・気象レーダー施設：基本情報、健全性等の情報の集約化・電子化の割合



15

２－３ 社会資本ストックの維持管理の担い手の確保・育成、地方自治体への技術的・財政的支援
・社会資本の維持・管理の担い手の育成・確保
・地方自治体への技術的・財政的支援

重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■担い手の育成

■地方への財政的・技術的支援
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２－３ 社会資本ストックの維持管理の担い手の確保・育成、地方自治体への技術的・財政的支援

重点目標２ 持続可能なインフラメンテナンス

■想定されるＫＰＩ指標

重点施策（案） KPI指標（案）

（地方公共団体等におけるインフラメンテナンス体制の確保）

・多くのインフラを管理する地方公共団体等においてインフラメンテナンスを適

切に実施していくため、研修や講習の実施により、職員の技術力向上を推進

する。

・地方公共団体等で維持管理に関する研修を受けた人数

・道路

・河川／ダム／砂防／下水道

・港湾

・空港

・鉄道

・公園

・官庁施設

・気象レーダー施設のメンテナンスに係る研修の実施により、気象庁職員の

技術力向上を推進する。

・観測施設（気象レーダー施設）管理に係る研修を受けた人数



３－１ 中国ブロックの持続的な発展を支えるコンパクト＋ネットワーク化による都市機能の充実・強化
・コンパクトシティの形成及び連携中枢都市圏の形成を支える道路・交通ネットワーク整備や公共交通機能の強化
・「小さな拠点」の形成等による、生活サービス機能の集約化及び地域の実情に応じた公共交通のネットワークの再構築

17

＜目標達成により目指すべき姿＞地域の核への集約を図りながら地域内・地域外をネットワークでつなぐ多核連携型の地域づくりを進
め、テレワークや２地域居住など新たな暮らし方、働き方、住まい方を支えるための基盤を構築するとともに、高齢者、障害者、
子ども、子育て世代など、全ての人が安全・安心で不自由なく生活できるユニバーサルデザインのまちづくりを進め、持続可能で
暮らしやすい地域社会・地方創生を実現する

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

■小さな拠点：道の駅「鯉が窪」

■コンパクト＋ネットワークによる持続的な社会の構築■コンパクトシティの形成

診療所

こども園



３－１ 中国ブロックの持続的な発展を支えるコンパクト＋ネットワーク化による都市機能の充実・強化
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重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（コンパクトな集積拠点の形成等）

・都市の中心拠点や生活拠点に、居住や医療・福祉・商業等の生活サービス機
能を誘導するとともに、公共交通の充実を図ることにより、コンパクト・プラス・
ネットワークの取組を推進

・立地適正化計画を地域公共交通計画と併せて策定した市町村数
・立地適正化計画を作成する市町村数
・地域公共交通計画の策定件数

・コンパクトシティの実現を図るため、総合的な都市交通システムの構築を推進 ・公共交通の利便性の高いエリアに居住している人口割合

・LRTの導入を推進 ・低床式路面電車の導入割合

（大都市圏における生き生きと暮らせるコミュニティの再構築）

・住宅団地での建替えや再開発等における生活支援や地域交流の拠点整備 ・建替え等が行われる公的賃貸住宅団地（100戸以上）における地域拠点施設
併設率
（公的賃貸住宅団地）
（都市再生機構団地の医療福祉拠点化の推進）

（交通ネットワーク整備等による活力ある経済・生活圏の形成）

・重要物流道路などの広域道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保 ・道路による都市間速達性の確保率

・離島住民の生活や産業などを支える唯一の交通手段である離島航路や航空
路の確保維持に向けた取組を推進

・航路が確保されている有人離島の割合

・航空路が確保されている有人離島の割合

・地域鉄道の安全性向上・活性化 ・鉄道事業再構築実施計画の認定件数

・都市計画道路（幹線道路）の整備 ・都市計画道路（幹線道路）の整備率
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３－２ 交差点改良や通過交通の進入抑制等の交通安全対策を実施し、生活道路における歩行者・自転車中心の空間づくりを推進
・ビッグデータの活用や幹線道路等における事故抑止対策等による安全な通行空間の確保

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

■ビッグデータを活用した生活道路等における交通安全対策 ■踏切における安全対策

ハンプ（段差）設置

【対策例】

狭さく措置 自転車通行帯設置
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３－２ 交差点改良や通過交通の進入抑制等の交通安全対策を実施し、生活道路における歩行者・自転車中心の空間づくりを推進

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（道路交通）

・次世代を担う子供の安全な通行空間を確保 ・通学路における歩道等の整備率

・車両の速度抑制や通過交通の抑制の徹底等による生活道路等における
人優先の道路空間の形成（30km/h速度規制等の交通規制とハンプ・狭さく

等の道路整備を効率的に組み合わせた生活道路対策の推進）

・生活道路におけるハンプの設置等による死傷事故抑止率

・幹線道路において事故の危険性が高い箇所に対する重点的な交通事故
抑止対策（交差点改良、右折レーンの設置、交通安全施設等の整備等）を
推進

・幹線道路の事故危険箇所における死傷事故抑止率

（鉄道交通）

・踏切事故を減少させるため、立体交差化等に加え、周辺の迂回路整備等
も含めた総合的な事故対策を推進

・踏切事故件数
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３－３ 都市内公共交通施設と交通結節点整備により、シームレスな移動と住民の憩い・集い・語らいの場として交流を生み出す
・交流・観光拠点としての機能を強化する公共交通施設やバスタプロジェクトを推進
・公共交通を補完する交通として自転車や小型モビリティ等のシェアの活用を促進

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

広島駅南口広場の再整備等（出典：広島市HP)

■自転車や小型モビリティ等のシェアの活用を促進■交流・観光拠点としての公共交通施設やバスタの整備

シェアサイクル

カーシェア（小型モビリティ）

グリーンスローモビリティ

呉駅交通ターミナルの整備方針（出典：呉市HP)
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３－４ 主要な鉄道駅等のユニバーサルデザイン化、高速道路のサービスエリアや道の駅における施設等の充実
・交通結節点等のバリアフリー化、道の駅等における子育て支援施設の整備等よるユニバーサル社会の実現、ライフスタイルの多様化への対応

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

■道の駅の子育て応援施設の併設

■特定道路のバリアフリー化

■都市公園のバリアフリー化■鉄道駅のバリアフリー化

■道の駅を活用した休憩サービスの拡充

■柔軟な働き方と暮らしやすさに対応したまちづくり

テレワーク拠点やグリーン・オープンスペース等の整備

エレベーター 障害者対応型トイレ 内方線付き点状ブロック

ホームドア



23

３－４ 主要な鉄道駅等のユニバーサルデザイン化、高速道路のサービスエリアや道の駅における施設等の充実

重点目標３ 持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

重点施策（案） KPI指標（案）

（公共施設等のバリアフリー化）
・移動等円滑化促進方針（マスタープラン）・移動等円滑化基本構想の作成 ・移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の作成自治体数

・移動等円滑化基本構想の作成自治体数

・バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 ・旅客施設のバリアフリー化率

（段差解消）（視覚障害者誘導用ブロック）（案内設備）（障害者対応型便所の設置）

・鉄道駅におけるホームドアの整備番線数
（鉄軌道駅全体）（平均利用者数が10万人／日以上の駅）

・規模の大きい概ね2ha以上の都市公園における園路及び広場、駐車場、便所のバリ
アフリー化率
（園路及び広場）（駐車場）（便所）

・特定路外駐車場のバリアフリー化率

・特定道路におけるバリアフリー化率

・不特定多数の者等が利用する一定の建築物のバリアフリー化率

（車両等のバリアフリー化）
・バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進（車両） ・鉄軌道車両のバリアフリー化率

・バス車両(適用除外認定車両を除く。)におけるノンステップバスの導入率

・適用除外認定を受けたバス車両におけるリフト付きバス又はスロープ付きバスの導入
率
・貸切バスのノンステップバス、リフト付きバス又はスロープ付きバスの導入数
・福祉タクシーの導入数
・ユニバーサルデザインタクシーの導入率
・旅客船のバリアフリー化率

・航空機のバリアフリー化率
（住宅のバリアフリー化）

・バリアフリー性能やヒートショック対策等の観点を踏まえた良好な温熱環境
を備えた住宅の整備、リフォームの促進

・高齢者の居住する住宅のうち一定のバリアフリー性能及び断熱性能を有する住宅の
割合

（心のバリアフリー）
・「心のバリアフリー」の推進 ・「心のバリアフリー」の用語の認知度

・高齢者、障害者等の立場を理解して行動ができている人の割合

■想定されるＫＰＩ指標
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４－１ ものづくり産業の集積や地理的な優位性を活かした競争力強化のための物流・人流ネットワーク基盤整備
・高規格道路の整備や国際・国内物流ターミナル等の物流・人流ネットワーク基盤整備

＜目標達成により目指すべき姿＞ウィズコロナ・ポストコロナ時代における、持続的な経済成長の実現やリスクに強い社会経済構造の
構築に向け、競争力強化等に資する社会資本の重点整備等により、経済の好循環を作り上げるとともに、ポストコロナ時代におい
て地域経済を支える観光の活性化に向けた基盤整備を行い、地域経済を再生させる

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■スマートＩＣの整備・活用（岡山県：篠坂ＰＡスマートＩＣ（仮称）の事例）

■物流・人流の拠点整備（広島港宇品地区） ■物流・人流ネットワークの整備

■ダブル連結トラックの利用促進
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４－１ ものづくり産業の集積や地理的な優位性を活かした競争力強化のための物流・人流ネットワーク基盤整備

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（持続可能な物流ネットワークの構築）

・国内物流を安定的に支えるフェリー・RORO輸送網の構築 ・海上交通輸送コスト低減効果（対平成30年度総輸送コスト）
（国内）

・地域の基幹産業の競争力強化 ・海上交通輸送コスト低減効果（対平成30年度総輸送コスト）
（国際）

（国内）【再掲】

・穀物等の輸入拠点機能の強化と効率的な海上輸送網の形成 ・海上貨物輸送コスト低減効果（対平成30年度総輸送コスト）
（国際）

（国内）

・高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強
化等を推進

・高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間の事業着手率【再掲】
・高規格道路のミッシングリンク改善率【再掲】

・重要物流道路などの広域道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保 ・道路による都市間速達性の確保率【再掲】

（物流におけるデジタルトランスフォーメーション、標準化等の推進）

・港湾関連データ連携基盤（港湾物流）の構築 ・港湾関連データ連携基盤へ接続可能な港湾関係者数
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４－２ 中国ブロック固有の地域資源を活かした観光振興と地域資源を結ぶネットワークや連携の仕組み作り
・資源を活かした観光まちづくりと広域観光を支える交通ネットワークの活用・強化
・訪日外国人旅行客の増加に向けた受入環境の強化、サイクルツーリズムの推進

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■訪日外国人旅行客の受入環境強化
■サイクリング環境の向上

■広域観光を支える交通ネットワークの活用・強化

クルーズ船受入環境の整備

世界遺産ピクトグラムと多言語表記

観光案内標識の改善（山口県萩市）

道の駅「キララ多伎」

道の駅「ゆとりパークたまがわ」



４－２ 中国ブロック固有の地域資源を活かした観光振興と地域資源を結ぶネットワークや連携の仕組み作り

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■想定されるＫＰＩ指標

重点施策（案） KPI指標（案）

（国際交流拠点の機能拡充・強化）

・セキュリティを確保した効率的な物流システムの構築 ・出入管理情報システムを導入した国際コンテナターミナルにおけるPS（Port
Security）カードの使用率

・航空・空港の安全の確保 ・滑走路端安全区域（RESA）が確保されている空港数

・公共交通機関における訪日外国人旅行者向けの多言語対応の推進 ・旅客施設における多言語対応率
（鉄軌道駅）
（バスターミナル）
（旅客船ターミナル）

（空港）
・公共交通機関における訪日外国人旅行者向けの公衆無線LAN（Wi-Fi）
環境整備

・旅客施設における公衆無線LAN（Wi-Fi）の整備率
（鉄軌道駅）
（バスターミナル）
（旅客船ターミナル）

（空港）
・高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、高
規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化等
を推進

・高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間の事業着手率【再掲】
・高規格道路のミッシングリンク改善率【再掲】

・重要物流道路などの広域道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保 ・道路による都市間速達性の確保率【再掲】

27
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４－３ 官民連携による都市の競争力強化等を推進し地域の経済成長を実現
・官民連携により社会資本整備や整備以後のマネジメントまで含めた包括的な体制構築

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■空港経営改革の推進■バスタ管理運営における民間ノウハウの活用

■「居心地が良く歩きたくなる」空間の創出 ■民間施設直結スマートインターチェンジ



29

４－３ 官民連携による都市の競争力強化等を推進し地域の経済成長を実現

重点目標４ 経済の好循環を支える基盤整備

■想定されるＫＰＩ指標

重点施策（案） KPI指標（案）

（都市にふさわしいビジネス・生活環境の整備）

・特定都市再生緊急整備地域における都市開発プロジェクトの促進に必要
となるインフラ整備等の推進により、都市の競争力強化のための基盤整備
を推進する

・国際競争拠点都市整備事業により国際競争力強化のための基盤整備を
実施している都市（令和２年度時点）の主要地区の地価の増加割合（平成
24年度比））

・民間都市再生事業による都市再生緊急整備地域等における都市再生の
促進

・都市再生事業が実施された都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急
整備地域を含む。）の地価上昇率が、その都市再生緊急整備地域の存す
る市区町村の地価上昇率を上回っている割合
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＜目標達成により目指すべき姿＞ウィズコロナ・ポストコロナ時代の「新たな日常」も見据え、情報技術の利活用、新技術の社会実装
を通じた社会資本整備分野のデジタル化・スマート化により、インフラや公共サービスを変革し、働き方改革・生産性向上を進め
るとともに、インフラへの住民理解の促進や、安全・安心で豊かな生活の実現を図る

５－１ i-Construction推進計画に基づき、ICT活用工事の拡大やBIM/CIMの導入拡大、工事・業務の平準化や週休２日の普及を
図り、魅力ある建設現場を構築

・「国土交通データプラットフォーム」の構築・利活用

重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

■「国土交通データプラットフォーム」の構築・利活用
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５－１ i-Construction推進計画に基づき、ICT活用工事の拡大やBIM/CIMの導入拡大、工事・業務の平準化や週休２日の普及を
図り、魅力ある建設現場を構築

・ｉ-Construction 推進計画に基づき、建設現場における働き方改革の推進や生産性を向上

重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

■i-Constructionの推進

小型ＩＣＴ建機による施工

UAVを活用した施設管理

BIM/CIM活用による
施工計画の可視化

遠隔臨場
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５－１ i-Construction推進計画に基づき、ICT活用工事の拡大やBIM/CIMの導入拡大、工事・業務の平準化や週休２日の普及を
図り、魅力ある建設現場を構築

重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（データプラットフォームの構築）
・国土交通データプラットフォームの形成による施策の高度化 ・インフラデータプラットフォームと連携するデータ数

・港湾関連データ連携基盤（港湾物流）の構築 ・港湾関連データ連携基盤へ接続可能な港湾関係者数【再掲】

・３次元地図の基盤となる標高データの整備 ・基盤地図情報数値標高モデル（５ｍメッシュ）の拡充・更新

・災害の全体像把握に資する、電子基準点及び先進レーダ衛星等を使用した世
界最高水準の地殻変動等の監視

・電子基準点の観測データの取得率 【再掲】

・排水ポンプ車の統合運用に向けた情報集約化 ・排水ポンプ車の統合運用に向けた情報集約化の実施率

（新技術の活用の推進）
・ICTを活用した設計・施工・管理の推進 ・直轄土木工事におけるICT活用工事の実施率

・港湾整備等における３次元データ活用やインフラ情報のデジタル化に関する対
策

・港湾工事において３次元データを活用し、工事の効率化を図った割合

・インフラ情報をデジタル化し、円滑なデータ共有を可能とした港湾の割合
・ITを活用した道路管理体制の強化対策 ・緊急輸送道路における常時観測が必要な区間のCCTVカメラの設置率
・河川維持管理の高度化・効率化に向けた３次元管内図の整備 ・三次元計測データを活用した三次元河川管内図の整備率

・新技術を活用した河川管理の高度化による防災・減災の取組を推進 ・基準水位・流量観測所における自動流量観測導入率【再掲】
・利水ダムにおける流出入量のリアルタイム情報把握の推進 ・１級水系および２級水系の利水ダムにおける情報網整備率

・内水排除施設等における遠隔監視・操作化 ・排水機場の遠隔監視・操作化実施率
・TEC-FORCE隊員の対応能力向上と資機材のICT化・高度化 ・公共土木施設の被災状況調査を行うTEC-FORCE隊員のＩＣＴ機器等を活用

するための訓練・研修・講習等への参加率【再掲】
・水門・排水機場の遠隔操作化・自動化等（海岸） ・南海トラフ地震等の大規模地震が想定されている地域等における水門・陸閘

等の安全な閉鎖体制の確保率【再掲】
・ICT等を活用した砂防関係施設の点検・維持管理技術の高度化を推進 ・UAV等を活用した施設点検を実施した事業の割合

・港湾における災害関連情報の収集・集積の高度化 ・災害監視システムを緊急的に導入すべき港湾等において、遠隔かつ早期に
現場監視体制を構築することにより、迅速な復旧等が可能となった割合【再掲】

（手続等のデジタル化の推進）

・建設業などの許可申請手続等のデジタル化の推進 ・建設業許可関係手続のオンラインによる申請の割合
・経営事項審査のオンラインによる申請の割合

・建設関連業者の登録申請に係る各種手続のオンラインによる申請の割合

（危機管理体制の確保）

・社会資本整備を支える現場の担い手確保を推進 ・国・都道府県・市町村における建設キャリアアップシステム活用工事の導入



５－２ 情報技術や次世代モビリティ等を活用したスマートシティの実現や防災・減災Society5.0の実現、総合交通拠点を形成
・｢スマートシティ｣の実現に向けて取組の加速化・高度化
・自動運転や次世代モビリティ、MaaSなど先端技術の実装やオープンデータ化の推進
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重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

■スマートシティの社会実装の加速



５－２ 情報技術や次世代モビリティ等を活用したスマートシティの実現や防災・減災Society5.0の実現、総合交通拠点を形成
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重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（新技術の社会実装の推進）

・都市活動の生産性向上や豊かな生活の実現には、AI、IoT等の新技術を
まちづくりに取り入れたスマートシティの推進が重要であり、関係機関で連携
し、モデル事業の推進やブロック内での展開を実施

・スマートシティに関し、技術の実装をした自治体・地域団体数
・スマートシティに取組む自治体および民間企業・地域団体の数（官民連
携プラットフォームの会員・オブザーバー数）

・「ヒトを支援するAIターミナル」の実現 ・「ヒトを支援するAIターミナル」の取組の導入港数

・自動運転やドローン物流などのSociety5.0実現に向け、センチメータ級の
高精度測位を支える取組

・地殻変動補正サービスを提供している分野数

・気象予報の予測精度向上等に向けた技術・観測予測システム開発 ・台風予報の精度（台風中心位置の予報誤差）【再掲】

（手続等のデジタル化の推進）

・セキュリティを確保した効率的な物流システムの構築 ・出入管理情報システムを導入した国際コンテナターミナルにおけるPS
（Port Security）カードの使用率【再掲】
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５－３ ICTやAI等を活用したエリア渋滞対策や交通量観測等の交通マネジメント強化
・AIによる需要予測等を活用し、交通容量拡大策や交通需要マネジメント等を総合的に実施

重点目標５ インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション

平成31年GW
事前予約駐車場箇所（案）

取組②︓
AI技術を活用した

リアルタイム満空情報の把握
（AIカメラによる満空情報の把握）

取組① ︓
事前予約駐⾞場からのP&R実施

（事前予約駐⾞場から
神門通り⼊⼝へのシャトルバス運⾏）

出雲大社

P1

P2

P3
P4 P5

P6

P7

P8

P9

P10

P11

島根ワイナリー

取組③︓
AI技術を活用した

リアルタイムな満空情報の提供
（HP等による満空情報の提供）

至 出雲IC

取組④︓
広報の充実

（出雲大社･駐⾞場情報HPを
活用した広報の充実を実施）

カメラ（駐車場：入庫台数観測）

431

431

162

161

カメラ
（データ取得時間1～2秒）

台数
把握 転送

PC
（集計・管理）

HP、SNS等
（データ提供）

《渋滞・満空情報の把握・提供イメージ》

〇［令和元年度の取組］AI技術を活⽤した駐⾞場満空情報の把握・提供と二
次交通（シャトルバス）と組み合わせた駐⾞場事前予約サービスを実施。

■観光地における渋滞対策の事例（出雲大社地区）■ＡＩによる交通量リアルタイム観測の試行

取組③ AI技術によるリアルタイムな満空情報の提供
無料駐⾞場にAIカメラを設置し、リアルタイムな満空情報の把握を実施
①駐⾞場に
設置したAI
カメラが出
入りを自動
判読

②判読結
果をもとに
満空情報
を管理



６－１ 中国山地や瀬戸内海をはじめとした豊かな自然環境の保全
・瀬戸内海や日本海、中国山地等の豊かな自然環境の保全・再生、中国ブロックの特色ある優れた景観の保全
・低炭素社会・循環型社会の形成
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＜目標達成により目指すべき姿＞インフラ分野の脱炭素化等によりグリーン社会の実現を目指すとともに、インフラの機能・空間を多
面的・複合的に利活用することにより、インフラのストック効果を最大化し、住民の生活の質を向上させる

重点目標６ インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上

■河川を基軸とした生態系ネットワークの形成

■広島湾再生プロジェクト

■建設施工分野における地球温暖化対策

■モーダルシフトによる地球温暖化対策

■グリーンインフラによる防災・減災



６－１ 中国山地や瀬戸内海をはじめとした豊かな自然環境の保全
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■想定されるＫＰＩ指標
重点施策（案） KPI指標（案）

（地球温暖化対策の推進）
・低炭素都市づくりの推進 ・都市緑化等による温室効果ガス吸収量

・下水道分野における温室効果ガス排出量削減の推進（下水汚泥バイオマス・下
水熱等再生可能エネルギーの利用、下水道における省エネルギー対策、一酸化
二窒素の排出削減）

・下水道バイオマスリサイクル率

・下水道分野における温室効果ガス排出削減量

・建設機械からのCO2排出量の削減 ・燃費基準値達成建設機械の普及率
（油圧ショベル）（ホイールローダ）（ブルドーザ）

・燃費性能の優れた建設機械の普及によるCO2排出削減量

（油圧ショベル）（ホイールローダ）（ブルドーザ）
・水素等次世代エネルギーの大量輸入や利活用等を図るため、脱炭素化に配慮
した港湾機能の高度化等を通じてカーボンニュートラルポートを形成

・カーボンニュートラルポート形成のための計画が策定されている港湾数

・LNGバンカリング拠点の形成 ・LNGバンカリングの供用開始拠点数

・踏切遮断による渋滞損失時間を削減するため、開かずの踏切等を解消する対
策を推進

・踏切遮断による損失時間

・省エネルギー性能を向上させるリフォーム等による良質な住宅ストックへの更新 ・住宅ストックのエネルギー消費量の削減率（平成25年度比）

・貨物鉄道輸送、海上貨物輸送へのモーダルシフトの推進
・内航海運による貨物輸送トンキロ

・鉄道による貨物輸送トンキロ
（グリーンインフラの推進）

・官民連携・分野横断によるグリーンインフラの推進 ・グリーンインフラ官民連携プラットフォームに登録している自治体のうち、グ
リーンインフラの取組を事業化した自治体数

・都市におけるグリーンインフラの取組の推進 ・緑の基本計画の策定・改定においてグリーンインフラを位置づけた割合

・河川改修に合わせたグリーンインフラにも資する良好な自然環境の保全・再生
等の推進

・特に重要な水系における湿地の再生割合

・水と緑豊かで魅力ある良好な都市環境の形成 ・都市域における水と緑の公的空間確保量
（健全な水循環の維持又は回復）

・汚水処理施設整備の促進 ・汚水処理人口普及率
・廃棄物の適正処理のための海面処分場の計画的な整備 ・廃棄物を受け入れる海面処分場の残余確保年数

・魅力ある水辺空間創出のため、かわまちづくり等の更なる推進 ・水辺の賑わい創出に向け、水辺とまちが一体となった取組を実施した市区町
村の数

（美しい景観・良好な環境形成）
・良好な景観形成の推進 ・景観計画に基づき重点的な取組を進める市区町村数

・歴史文化を活かしたまちづくりの推進 ・歴史的風致の維持及び向上に取り組む市町村数

・歴史的風致の維持及び向上に取り組む市町村の景観計画策定率

重点目標６ インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上
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６－２ インフラ空間再編等により、歩行者の利便増進を図る空間整備や安全快適な自転車利用環境を創出
・道路空間再編や、沿道の地域活動と併せた街路空間の利活用などにより、道路を人中心の快適な都市空間として創出
・インフラツーリズムの実施など、インフラ空間等を観光資源として活用

■インフラツーリズムの推進

■人中心の道路空間の創出

■公園緑地の整備等によるオープンスペースの充実

■道路空間再編による自動運転車線運用の社会実装

重点目標６ インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上
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６－２ インフラ空間再編等により、歩行者の利便増進を図る空間整備や安全快適な自転車利用環境を創出

■想定されるＫＰＩ指標

重点施策（案） KPI指標（案）

（人中心に捉えたインフラ空間）

・「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの創出を推進 ・滞在快適性等向上区域を設定した市町村数

・インフラツーリズムの推進 ・ポータルサイトに掲載しているツアーを実施しているインフラ施設の増加数

・「みなと」を核とした魅力ある地域づくり ・みなとオアシス登録数

（インフラ空間の新たな利活用促進）

・インフラ空間の新たな利活用創出のため、民間事業者等による水辺空間利
活用の推進

・地域活性化に資する新たな水辺の利活用創出のため、民間事業者等と
連携し社会実験を行った箇所数

重点目標６ インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質の向上


